
 

 

 

 

 

医療法人設立認可申請手引き 

（社団医療法人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年４月 

広 島 市 



 

 

 

◇ 医療法人とは（医療法第３９条） 

病院、医師若しくは歯科医師が常時勤務する診療所、介護老人保健施設又は介護医療院（以下「病

院等」という。）の開設を目的として設立される法人であって、広島市長（広島市内でのみ病院等を開

設しようとする場合）の認可を受けたものを「医療法人」といいます。 

医療法人制度は、医業事業の経営主体が非営利性を損なうことなく法人格を取得することにより、

医業の永続性を確保するとともに、資金の集積を容易にし、私人による病院経営の経済的困難を緩和

し、医療の普及向上を図ることにあります。 

 

◇ 医療法人の責務（医療法第４０条の２） 

医療法人は、自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その提供する医療の質の向上及びその

運営の透明性の確保を図り、その地域における医療の担い手としての役割を積極的に果たすよう努め

なければなりません。 

 

 

「法」：医療法 

「令」：医療法施行令 

「規則」：医療法施行規則 

「要綱」：医療法人運営管理指導要綱（平成２年３月１日健政発第 110号） 

 

 

 

 

 

この手引きは、広島市内のみで病院等を開設する医療法人を設立しようとする方を対象として作成

しています。 

 

 

 

 

≪問い合わせ先≫ 

広島市健康福祉局保健部 環境衛生課 医務係  

                  電話：（０８２）２４１－１５８５ 



第１ 医療法人設立認可基準 

 

１ 設立認可の申請 

  広島県医療審議会の開催にあわせ、原則として次のとおり基準日を設定し、受付期間内に設

立認可申請書（案）を１部提出すること。（案）にはチェック欄等の必要事項が記入済みであ

る添付書類確認票を添付すること。 

広島県医療審議会 基準日（※１） 
設立認可申請書(案)の 

受付期間（※２） 
本提出の期日（※３） 

第１回（８月開催） ２月末日 ５月１８日～５月３１日 ７月１０日 

第２回（２月開催） ７月３１日 １０月１８日～１０月３１日 １２月１０日 

（※１）新たな借入や医療機器の購入等により資産状況に大きな変動が生じた場合、基準日はそ

れ以降に設定すること。 

  （※２）受付期間は、土曜日、日曜日、休日を除く。 

  （※３）本提出の期日については、広島県医療審議会法人部会の日程を勘案し、変更する必要が

生じた場合は、申請書（案）の受付後に連絡する。なお、本提出後の審査においても不備がある場

合は修正を求めることがあるので、速やかに対応すること。 

 

２ 設立前の運営実績 

収支予算書の妥当性が確認できる程度の運営実績（基準日現在で１年以上）があること。 

ただし、介護老人保健施設を経営するために医療法人を設立する場合には、運営実績によら

ず、整備運営事業者として選定されていること。  

 

３ 医療法人の名称 

 広島県内に主たる事務所を有する既存の医療法人の名称と同一表記でないことが望ましい。 

 

４ 社員 

（１）社員は３名以上であること。また、自然人であること。 

（２）社員は社員総会において法人運営の重要事項についての議決権及び選挙権を行使する者で

あり、実際に法人の意思決定に参画できないものが名目的に社員に選任されていることは適

正ではない。（要綱） 

（３）未成年者でも、自分の意思で議決権が行使できる程度の弁別能力を有していれば（義務教

育終了程度の者）社員になることができる。（要綱） 

 

５ 役員 

（１）理事３人以上、監事１人以上であること。（法第 46条の 5第 1項） 

（２）役員の資格 

ア 欠格事項（法第 46条の 5第 5項）に該当しないこと。 



① 精神の機能の障害により職務を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者 

② 医療法、医師法、歯科医師法その他医事に関する法律で政令で定めるものの規定によ

り罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日

から起算して２年を経過しない者 

③ ②に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者 

イ 医療法人と関係のある特定の営利法人（メディカル・サービス法人、医療法人が開設す

る医療施設の土地・建物を所有する法人等）の役職員ではないこと。（要綱） 

  ウ 未成年者でないこと。  

  エ 自然人であること。（要綱） 

（３）医療法人の開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院（指定管理者として

管理する病院等を含む。）の管理者は、理事に加えること。（法第 46条の 5） 

（４）理事長 

ア 医師又は歯科医師である理事の中から選出すること。（法第 46条の 6） 

イ 原則として、他の医療法人の理事長でないこと。 

（５）監事 

ア 監事は、理事及び医療法人の職員（当該医療法人の開設する病院、診療所、介護老人保

健施設又は介護医療院（指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者その他の職

員を含む。）を兼ねてはならない。（法第 46条の 5、要綱） 

イ 病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人では、他の役員と親族等の

特殊の関係がある者ではないこと。（要綱）診療所を開設する医療法人においても同様で

あること。 

ウ 監事は医療法人の会計・税務に関与している者でないことが望ましい。 

エ 監事が医療法人の会計・税務に関与している者（又は会計・税務に関与している会社の

者）である場合、当該者（会社）は医療法人と取引関係・顧問関係にあるため、医療法人

の社員となるべきではない。 

 

６ 資産要件等 

医療法人は、開設する病院等の業務を行うために必要な施設、設備又は資金を有しなければ

ならない。（規則第 30条の 34） 

医療法人の設立にあっては、それに見合った拠出又は寄附が必要である。 

＊拠出した額を拠出者に返還する場合は基金、返還しない場合は寄附 

（１）不動産 

ア 医療法人の土地、建物等は法人が所有するものであることが望ましいが、賃貸借による

場合でも当該契約が長期間（10年以上）にわたるもので、かつ、確実なものであると認め

られる場合には差し支えない。 



ただし、土地、建物を医療法人の理事長又はその親族等以外の第三者から賃借する場合

には、当該土地、建物について賃貸借登記をすることが望ましい。（「医療法人制度につい

て」平成 19年 3月 30日付医政発第 0330049号） 

イ 理事長等役員又は役員の親族等特別な関係にある者から賃借する場合には、客観的な評

価（固定資産税算定に係る評価額、不動産鑑定士による評価額等）に基づき、適正な賃借

料が定められていること。また、住居部分については賃借できない。 

ウ 医療法人が所有する不動産を賃貸することはできない。 

（２）動産 

  ア 医療機械器具、什器備品、薬品衛生材料等については、拠出又は寄付をすることが望ま

しいが、事後買取やリースも認められる。 

  イ 個人的な財産（医師会や歯科医師会の入会金、役員の自宅や事業用途でない車両など）

の拠出は認められない。 

（３）負債 

ア 拠出した財産の取得時に発生した負債は引き継ぐことができるが、借入日より後に支払

いを行っている必要がある。この場合、引き継ぐ負債額は、その財産の拠出額を超えない

こと。 

 ※ 前払費用（資金を借入する前に個人が立て替えて支払ったもの等）については、負債

として引き継ぐことができない。 

イ 診療所の運営において経常的に必要とされる資金（以下「運転資金」という。）に係る借入

金は引き継ぐことができない。 

 

（４）運転資金の確保 

   拠出される現預金、医業未収金及び薬品衛生材料の合計額が、初年度収支予算書における

支出予算額の２か月分を上回ること。 

 

７ 収支予算  

 前年度実績から判断して、妥当なものであること。 

介護老人保健施設及び介護医療院を経営するために医療法人を設立する場合には、整備運営

事業者の応募時に提出した設置計画書と同じものであること。  

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

医療法人設立までのながれ 

 

 

 

 

 

    

    

 

                               

 

 

                 

                               

       

  

        

 

 

※ 医療法人は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をすることによって成立する。（法第 43条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者 広島市 

概ね 

１か月 

１か月 

２週間 

定款の作成 

設立総会の開催 

設立認可申請書（案）の作成 

設立認可申請書の作成 

事前相談 

審査 

広
島
県
医
療
審
議
会
（
広
島
県
） 

設立認可証の作成 

登記（法人設立※） 

設立認可証の受領 

提出 

申請 

諮
問 

答
申 

設立登記完了届の受理 

差替 



８ 基金制度の利用 

持分の定めのない社団医療法人は、資金の調達手段として基金制度を採用することができる。

（規則第 30条の 37） 

 
 

 

「医療法人の基金について」（平成１９年医政発第 0330051号） 

 

 

 

 

１ 基金を引き受ける者の募集等に関する定款の定め 

① 基金の拠出者の権利に関する規定 

② 基金の返還の手続 

  

 
 

  

２(1)募集事項の決定 

① 募集に係る基金の総額 

② 金銭以外の財産を拠出の目的とするときは、その旨並びに

当該財産の内容及び価額 

③ 基金の拠出に係る金銭の払込み又は②の財産の給付の期

日又はその期間 

※(2)設立時社員が募集事項を定めようとするときは、その全 

員の同意を得なければならない。 

 

 

 

 

基金の引き受けの申込みをしようとする者 

 

 

 

３(3)書面の交付（申込者） 

① 氏名又は名称及び住所 

② 引受けようとする基金の額 
 

 

  

３(1)通知 

① 社団医療法人の名称 

② 募集事項 

③ 金銭の払込みの取扱いの場所 

④ 基金の拠出者の権利に関する規定 

⑤ 基金の返還の手続 

⑥ 定款に定められた事項（請求があった事項） 

(2)設立時社員が通知する場合、①～⑥に加え、 

⑦ 設立認可年月日 

⑧ 医療法人の目的 

⑨ 事務所の所在地 

⑩ 社員たる資格の得喪に関する規定 

⑪ 公告の方法 

⑫ 設立時社員の氏名又は名称及び住所 

⑬ 会計年度 

※(4)～(6) 

(1)及び(2)に掲げる事項に変更があった場合の通知又は催告 

 

 

 
  

４(1)～(2)基金の割当て、通知 

○ 基金の割当てを受ける者の決定 

○ 割当てる基金の額の決定 

※通知は２③の期日（期間の初日）の前日まで 

 ６ 基金の引受け（次の者は当該額について基金の引受

人） 

① 申込者 

・社団医療法人の割り当てた基金の額 

② ５の契約により基金の総額を引受けた者 

・その者が引受けた基金の額 

  

５ 基金の総額の引受けを行う契約を締結する場合 

３及び４の手続きは不要 
 

   

  

７(1)金銭以外の拠出については、その価額が相当であ

ることについて、弁護士、弁護士法人、公認会計士、

監査法人、税理士又は税理士法人の証明（不動産の場

合は、当該証明及び不動産鑑定士の鑑定評価）が必要 

※ただし、総額が五百万円を超えない場合等は不必要 

(2)(1)の証明をすることができない者 

① 理事、監事又は使用人 

② 基金の引受人 

③ 業務停止処分期間中の者 

④ 弁護士法人、監査法人又は税理士法人であって、そ

の社員の半数以上が①又は② 
    

８(1)金銭の払込みの取扱いの場所 

・銀行、信託会社、農協、漁協、信用組合等 

(2)設立時社員の同意がある時、第三者に対抗するための行為

は、医療法人設立後でも可能 

※(4)基金の拠出の履行をしないときは基金の引受けは無効 

 ８ 基金の拠出の履行（基金の拠出者） 

(1)期日又は期間内の金銭の払込み 

(2)期日又は期間内の現物拠出財産の給付 

※(3)基金の拠出の債務と社団医療法人に対する債権

は相殺できない。 

基金の手続きのながれ 

医療法人 拠 出 者 

通知 

意思表示 

通知 

通知 

契約 

拠出 

申込み 



第２ 設立認可申請書類について 

 

１ 作成上の注意 

（１） 用紙は日本工業規格Ａ４判を用い、横書き左綴じとしてください。なお、用紙の左端は、

綴じ代として２ｃｍ以上空けてください。 

（２） 使用文字は、原則として常用漢字を使用してください。 

（３） 提出する書類がＡ４判より小さい場合は台紙に貼付してください。 

（４） Ａ４判より大きい書類は、Ａ４判の大きさに折りたたんでください。 

（５） 設立総会議事録の写しを添付する場合には、設立代表者による原本に相違無い旨の証明 

（記名押印（実印）又は署名）が必要です。 

（６） 本申請の書類は３部（正本１部、副本２部）提出してください。 

  

２ 添付書類 

次ページ「添付書類確認票」の番号順に綴じてください。 

なお、事前相談及び本提出後に、追加書類の提出を求めることがあります。 


